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図表 10 カーボンリーケージ国・地域分解（2020） 
(％) 

  JPN CAN EU リーケージ計 

ANZ 0.81 0.14 0.61 1.57 

CHN 3.27 0.77 3.86 7.90 

KTW 1.03 0.33 1.36 2.72 

THA 0.10 0.04 0.23 0.37 

ASA 2.70 0.59 2.92 6.21 

USA 2.66 7.24 7.39 17.29 

ROW 2.68 1.30 13.01 17.00 

リーケージ計 13.26 10.42 29.37 53.05 

（出所）筆者作成 
 
図表 11 が示すように、カナダ（CAN、87.3%）での削減効率が日本（JPN、60.5%）、

EU（EU、50.9%）と比較すると非常に大きい。カナダ（CAN）のカーボンリーケージの
多くは、米国（USA、58.3%）で発生している。2013 年以降も米国の不参加はカナダの削
減努力の効率性を大きく損なうことになる。 
 

図表 11 削減を行う国・地域別リーケージ率（2020） 
(％) 

  JPN CAN EU 

ANZ 3.48 1.16 0.83 

CHN 14.06 6.24 5.24 

KTW 4.43 2.69 1.84 

THA 0.45 0.30 0.31 

ASA 11.59 4.77 3.96 

USA 11.46 58.31 10.02 

FSU 3.53 3.37 11.01 

ROW 11.54 10.49 17.66 

リーケージ率 60.53 87.31 50.87 

（出所）筆者作成 
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3.5.3. 2010年と 2020年の比較 

 
 図表 12 は 2010 年と 2020 年の削減目標を持たない国・地域で生じるカーボンリーケー
ジを示している。まず、トータルのカーボンリーケージ率であるが、2010年は 51.5%であ
るの対して 2020年は 53.1%と増加する。削減目標を待たない国・地域毎でのリーケージで
は、2010年と同様 2020年も米国（USA）が最も大きなリーケージ先である。しかし、2020
年（17.3%）は 2010年（18.2%）と比較して小さい。 
 一方、中国（CHN、6.7%（2010年）、7.9%（2020年））、その他アジア（ASA、5.7%（2010
年）、6.2%（2020年））は、2020年のカーボンリーケージが増加しており、2013年以降を
見据えるとアジアを中心とした発展途上国の削減枠組みへの取り込みが効率的削減を達成

する上において重要となってくる。 
 
図表 12 削減目標を持たない国・地域でのカーボンリーケージの 2010年と 2020年の比較 

（％） 

  2010  2020  

ANZ 1.78 1.57 

CHN 6.73 7.90 

KTW 2.34 2.72 

THA 0.27 0.37 

ASA 5.69 6.21 

USA 18.21 17.29 

ROW 16.48 17.00 

リーケージ計 51.51 53.05 

（出所）筆者作成 
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 このように、中国（CHN）及びその他アジア（ASA）でのカーボンリーケージへの寄与
が、2010 年と比較して 2020 年ではより高まることを指摘したが、その理由としては米国
（USA）などと比較して、中国（CHN）及びその他アジア（ASA）の世界全体の排出量に
占める割合が、それぞれ 19.2%から 23.7%、8.1%から 9.0%へと増加していることによる。 
 
図表 13 二酸化炭素排出量（100万トン・炭素）及び国・地域別シェア（％） 
  ANZ CHN JPN KTW THA ASA USA CAN EU FSU ROW Total

議定書目標   313.18 130.73 882.81 1,024.75  

排出量

（1997） 
95.19 865.18 348.51 191.46 46.29 439.01 1,535.59 143.68 937.83 584.13 1,127.57 6,314.43

シェア 1.51 13.70 5.52 3.03 0.73 6.95 24.32 2.28 14.85 9.25 17.86 100.00 

排出量

（2010） 144.17 1,860.42 442.05 338.77 69.21 781.67 2,170.75 206.47 1,283.51 785.10 1,632.43 9,714.56 

シェア 1.48 19.15 4.55 3.49 0.71 8.05 22.35 2.13 13.21 8.08 16.80 100.00 

排出量

（2020） 
197.45 3,289.36 557.26 522.13 110.57 1,243.20 2,736.67 261.05 1,655.27 999.96 2,313.33 13,886.27 

シェア 1.42 23.69 4.01 3.76 0.80 8.95 19.71 1.88 11.92 7.20 16.66 100.00 

（出所）筆者作成 
 
4. 結言 
 
 京都議定書が発効し、我が国にとっても京都議定書に定められた削減目標達成が急務と

なった。一方、2013年以降の気候変動に関する国際的枠組みの議論が始まりつつあり、我
が国は世界規模で見た有効かつ費用負担の平等性を考慮した国際的枠組みの提案を行うこ

とが必要である。本研究では、現状の京都議定書及び 2013年以降の枠組みとして、現在の
枠組みが続くいわゆる「京都フォーエバー」の有効性と我が国への影響に関してモデル分

析を用いて検討を行った。 
 結果をまとめると以下の通りである。 
 
z 米国、豪州が脱退したことにより、削減活動を行う国・地域の範囲が縮小したのみな

らず、削減目標を持たない国・地域で排出量が増えるいわゆるカーボンリーケージが

生じることがわかった。そのカーボンリーケージ率は 51.5%であり、削減が行われた
二酸化炭素の半分以下しか世界全体では削減されていないことになり、京都議定書の

削減効率性は非常に低い。 
z 特に、米国へのリーケージが生じやすく、中でもカナダで削減された二酸化炭素の実

に 59.9%もの二酸化炭素を米国での増加を誘発する結果となっている。米国の不参加
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は、著しく削減の効率性を損なうこととなっている。 
z 2013年以降も現在の枠組みが続いた場合には、全体のリーケージレートは53.1%（2020
年）と議定書の 51.5％（2010年）よりも増加し、より削減効率性が低下する。 

z 2013年以降も米国は最大のカーボンリーケージ先ではあるが、アジア諸国、特に中国
でのリーケージが増加してくる。このように 2013年以降の国際的枠組みでは、米国へ
のリーケージのみでなく中国へのリーケージ抑制が重要となってくる。 

z さらに、京都議定書及び京都フォーエバー・シナリオでは地球全体での削減につなが

らないのみならず、我が国経済への深刻な影響を与え、投資の落ち込み、消費の停滞、

我が国産業の国際競争力の低下による輸出の減少が生じる。世界各国での削減費用負

担の平等性の確保が重要である。 
z 京都議定書においては、共同実施（JI）、クリーン開発メカニズム（CDM）、国際排出
量取引といったいわゆる京都メカニズムの活用が認められており、世界全体での削減

費用の均等化と、削減目標を持たない国・地域での削減を促すことが考慮されている。

しかし、クリーン開発メカニズムの方法論の承認手続きがスムーズに進んでいるとは

言えず、CDMプロジェクトの実施リスクは非常に高く十分に活用されていない。 
z また、米国・豪州といった附属書国であるが京都議定書を批准しなかった国・地域で

の削減活動の促進が考慮されていない。 
z 以上より、第一約束期間においては、CDMをはじめとする京都メカニズムの国際的な
承認体制の充実を図ることが必要である。また、2013年以降においては、米国、中国
を抜きにした削減努力は削減効率を大きく損なうため、絶対量での削減といった数値

にこだわるのではなく、米国、中国が参加可能な枠組みの検討が実質的削減につなが

る。 
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